

























































































































































































































































平成不況期　　：賃金（－） ， 社会保障（－） 統合勘定
　　　　　　　　賃金（＋）＜社会保障（－）
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 注
　１）　なお、ここでの期間区分は広井（1999）に従っている。
　２）　以下、戦後の社会保障の発展過程については伊藤（2007）を参考にしている。
　３）　公害問題の他に、たとえば、都市部における人口集中、インフラの未整備、交通問題、
住宅問題など、農村部では過疎化や家族・地域共同体の相互扶助機能の低下などが
代表的な生活環境の悪化としてあげられよう。
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　４）　それらの他に、広井（1999）は、日本の健保組合が会社ごとに設立されている場
合が多いので、終身雇用制を基礎とする会社への帰属意識を強めたとする。もちろん、
企業年金や企業内福祉が社会保障を十分に補完・代替したわけではない。たとえば
宮島（1992）は、日本型企業年金については「制度は年金、実態は一時金という特
徴は、年金という制度に企業側のメリットが、一時金という実態に従業員側にメリッ
トがそれぞれにあり、税制がその双方を承認・促進した結果である。公的年金の不
十分さを補うという社会保障の視点は乏しい」と、企業福利厚生制度についても「従
業員の要請に基づく受け身の対策ではないし、社会保障の欠陥・貧弱さを補完・是
正する社会的な福祉政策でもない」とする。
　５）　医療のみならず、社会福祉においては、1997年から社会福祉基礎構造改革が政府
で検討され、その後、社会福祉、障害者福祉、児童福祉における措置制度から利用
契約制度への転換がおこなわれた。
　６）　派遣労働者など非典型労働者に対する社会保険の問題点および制度の見直しにつ
いては丸山（2005）が包括的な分析をおこない、有益な示唆を含んでいる。成果主義・
業績主義賃金については、たとえば今村（2005）はアンケート調査を実施し、賃金支
給額が評価によって変動する割合の大きさが労働者のとまどいをもたらしていると
指摘している。
　７）　埋橋（2005）は、南欧（イタリア、ギリシャ、スペイン、ポルトガル）には制度
化された労働市場が存在し、そこでの労働者へ手厚い保護がなされる点に南欧モデ
ルの特徴があり、それは日本型福祉国家と共通性・相似性を持つとする。
　８）　高山（2004）は、わが国の公的年金制度をスウェーデン方式の「みなし掛金建て方式」
か、それに準じる給付建て方式へ改めるべきだとする。
（あわさわ　たかし　本学准教授）
